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携帯電話用 災害時多言語情報作成ツール活用のために 

株式会社グローバルコンテンツ 

はじめに 

◆グローバルコンテンツ・会社概要 

阪神・淡路大震災で被災した外国人への多言語情報提供を機に発足した NPO法人「多文化共生センター」
での 6年間の経験と蓄積をもとに、2001年 2月に有志で設立。以来、多言語携帯サイト「@nippon」の運
営を中心に、多言語･多文化な社会の実現をめざす事業を展開しています。 
 

A)災害時の携帯電話による多言語情報提供について 

◆災害情報を携帯電話で提供するメリット 
1. 携帯電話は、普及率が非常に高い 
2. 携帯メールや携帯サイト等のパケット通信は、通話に比べて災害時にもつながり易い 
3. 情報の取り扱い（伝達の即時性、データの保存・転送など）が容易 
4. 情報伝達にかかるトータルコストが低い 

 
◆新潟県中越地震（04年 10月 23日）での多言語災害情報提供サイト（http://atnippon.jp/nigata/）の事例 

1. 開設期間 ：2004年 11月 9日～2005年 1月 8日（2ヶ月間） 
2. 提供言語 ：英語、ポルトガル語、タガログ語 
3. 提供した情報 
生活情報（18 件）：医療機関、相談機関、生活上の注意点、外国人向け電話相談、パスポート再発行等の情報 

被害状況（ 5 件）：被災地域のライフライン状況 

余震情報（16 件）：余震発生後に発生時刻、位置、規模、各地の震度を掲載 
交通情報（ ４件）：道路、鉄道、航空の復旧に関する情報 

 

4. アクセス状況 
総アクセス（ページビュー）：19,182 件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この事例では地震発生から約 2週間後のサイト開設であったが、地震発生直後から多言語情報を配信した
場合、地震発生から 72時間以内の緊急情報へのアクセスはさらに高い数字が予想される。

日別アクセス数の推移
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携帯サイト画面例  
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B)災害時多言語情報提供ツールの概要 

◆ツールの特徴 

1) 阪神・淡路大震災と新潟県中越地震における多言語情報提供の実績を元に、必要な文例を厳選 
2) 簡単な操作で 6言語の自動生成ができ、翻訳者が不足する現場でも迅速な情報提供が可能 

 
◆携帯電話で多言語を表示する際の注意点 

= 携帯電話では日本語とアルファベットのみ表示可能なため、多言語表示には注意が必要 = 

• 英語・タガログ語    ： 問題なく表示可能 
• スペイン語・ポルトガル語： アクセント記号や特殊文字（ñ,Çなど）は表示できないため、 

通常のアルファベットに変換して表示 
• 中国語         ： 日本語の漢字（シフト JIS）に変換して表示 
• 韓国・朝鮮語      ： フォントによる表示ができないため、画像に変換して表示 

 
◆ツールで実現できる内容 

災害時の情報提供に役立つ 71の文例を、簡単なステップで 6言語に自動生成します。 
1. 生成したい文例を選択する。 

 

2. 地名や選択項目など必要事項を入力・選択する。 

 
3. 「変換」ボタンをクリックすると、6言語に生成された文例が表示される。 

 
4. ハングルの場合、生成した文章を画像に変換する。 

 
 
5.  生成された文章をコピーし、携帯メールや携帯サイト、WEBサイト、チラシなどに利用する。 
 

！！！注意！！！  
ツールで実現できるのは、多言語文例を生成するステップまでとなります。  
実際に携帯サイトに情報を掲載したり、携帯メールで多言語情報を配信する場合は、 
各自治体様でシステムを準備していただく必要があります。  
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C)携帯電話へのメール配信デモンストレーション  

 

D)自治体でのご利用方法について 

◆災害が起きた時、外国人住民は・・・ 
• 日本と比べて地震などの自然災害が少ない国の出身者は、災害時により強く恐怖や不安を感じる。 
• 緊急時には、普段は日本語でのコミュニケーションに支障のない人でも言語理解力が下がる。 
• 地震などに対する基礎知識が少ない場合、不安感から間違った情報を元に噂が広まり、集団パニッ

クなどの行動につながる場合がある。 
↓  

災害時に集団的なパニックを防ぎ、迅速に正しい多言語情報を提供するためには 
⇒ 平常時から災害に備えた情報提供や防災教育の実施が不可欠  

 
◆携帯電話での災害情報提供を効果的に行うためには… 

1. 緊急時の多言語情報提供を行える体制の確立（通訳/翻訳者の確保・管理体制の整備等） 
2. 平常時から習慣的にアクセスのある携帯サイト・携帯メールサービスの運営 
3. 外国人住民への広報活動 

などの取り組みが必要。 
 
  
㈱グローバルコンテンツ    担当：中村、勇上（ゆうがみ） 

〒530-0003大阪市北区堂島２丁目 1-25  堂島アーバンライフビル 705 
TEL 06-6344-0247   FAX 06-6344-0248 
URL ：http://www.globalcontents.co.jp  E-mail：office@globalcontents.co.jp 

 
  

外国人住民 自治体の担当者 

２.メールアドレスが登録される 

３.ツールで多言語災害情報を生成 

③多言語情報作成・  

コピー・ペースト  

①空メール 

メール配信システム 

５.登録した携帯にメール着信 

内容を確認 

1.空メール送信 

saigai@phweb.jpへ空メール 

４.テキストを貼り付けて 

管理画面からメール送信 



携帯電話用 災害時多言語情報作成ツール 補足資料 

  

ブラジル人向け携帯サイトでの 

岩手・宮城内陸地震情報提供例 


